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荏原グループの企業価値創造

社長メッセージ

浅見 正男
取締役 代表執行役社長

　荏原グループを代表して、いまだに終息が見えない新
型コロナウイルス感染症によりお亡くなりになられた
方々、ご遺族の皆様に謹んで哀悼の意を表するとともに、
罹患されている方々や困難な状況におられる方々が一日
も早く回復されますよう、心よりお祈り申し上げます。ま
た、くらしを営む上で欠かせない業務に従事している世
界中のエッセンシャルワーカーの方々に感謝いたします。

新型コロナウイルス感染症の影響と 
当社の立ち位置

　当社は、世界中で必要不可欠な社会インフラを提供
し、産業とくらしを支えていると自負しています。新型
コロナウイルス感染拡大の状況下でも、その社会的責務
を果たすべく、従業員をはじめ、ステークホルダーの皆
様の安全を第一としながら事業を継続しています。
　長期ビジョン「E-Vision2030」、中期経営計画
「E-Plan2022」を発表した2020年2月当時は、新型コロ
ナウイルス感染症による当社グループへの影響はまだ出
ていませんでした。4月に日本において緊急事態宣言が

発出されてからは、可能な限り在宅勤務とするなど、当
社グループ従業員の安全を優先しつつも、生産現場や、
現地での機器の据付・メンテナンスなど必要な人員を確
保し、円滑な事業継続に努めました。
　コロナ禍において改めて認識したことは、当社グルー
プの事業が対面する市場は、社会・産業インフラとして
の需要が根強い、エッセンシャルビジネスであるという
こと、不安定な情勢下においても当社グループの事業基
盤は底堅いということです。
　こうした中、標準ポンプの需要は以前からGDP（国内
総生産）と連動する傾向にあるため、経済活動停止の影
響を受けました。これに対し精密・電子事業は、リモー
トワークの拡大や巣ごもり需要の高まりを背景とした半
導体需要の高まりにより、受注が拡大しました。一方、収
益性改善を掲げ、コスト低減と選別受注に注力してきた
カスタムポンプ事業、コンプレッサ・タービン事業では
改善効果が大きく、営業利益の落ち込みを抑えることが
できました。このような手応えから、2020年11月の第
3四半期決算発表時には、当初予想を上回る営業利益額
（320億円）の見通しを公表しました。

社会に貢献する仕事をし続け、
皆さんに喜んでいただくことで
事業を継続していける 
企業でありたい
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中期経営計画E-Plan2022　 
1年目の進捗とその評価

　E-Plan2022の1年目は、新型コロナウイルス感染症の影
響により各国の経済成長がマイナスになるなど、計画当初
は想定していなかった事態が発生しましたが、各事業で
E-Plan2022に沿った成長のための施策を実施した結果、順
調な滑り出しができたと捉えています。特に、最重要経営指
標（KPI）であるROIC（投下資本利益率）は6.6％、売上高営
業利益率は7.2％と、当初計画及び前年実績を上回る結果と
なりました。また、コロナ禍のリスク対応として財務健全性
の向上に注力した結果、E-Plan2022のD/Eレシオの目標
0.3倍から0.5倍程度（日本基準）に対して、0.26倍で着地し
ています。

　2021年12月期の業績予想については、先行きはいまだ
見通しづらいものの、経済活動全般が回復傾向にあり、半導
体需要も好調であること、営業活動面ではさらにサービス
＆サポート（S&S）に注力し、底上げを図っていくことなど
を踏まえ、増収増益を見込み、営業利益で455億円の過去最
高益を掲げています。

IFRSへの移行とE-Plan2022数値目標への影響

　荏原グループでは、連結財務諸表及び連結計算書類につい
て、財務情報の国際的な比較可能性の向上に加え、海外子会
社との会計基準の統一を目的として、2021年12月期より、従
来の日本基準に替えて、国際財務報告基準（IFRS）を任意適用
することといたしました。IFRSへの移行によるE-Plan2022

目標値への主な影響は、前ページの「IFRSへの移行による
E-Plan2022数値目標への影響」をご参照ください。
　E-Plan2022で最重要KPIとしているROICについては、
2022年の目標である7.6%の達成が視野に入ってきたと感
じています。各事業の営業利益を積み上げ、投下資本を最適
化することによって目標達成を目指します。
　売上高営業利益率については、コンプレッサ・タービン事
業における2022年の目標8.0%達成の鍵を握るのは、コロ
ナ禍による移動自粛の影響を大きく受けたS&Sです。これ
をしっかりと展開することで、利益率改善につなげていき
ます。同じく営業利益率13.0%以上という高い目標を掲げ
た精密・電子事業では、主力製品であるドライ真空ポンプの
自動化工場V7棟が2019年12月に竣工、フル稼働に向けた
取り組みを進めており、コンポーネントの内製比率と生産
効率の向上を図ります。加えて、半導体の市場拡大が続くと
みており、これらにより目標達成が可能と考えています。

未来の荏原のために変わる 
～高度なESG経営の実践

　コロナ禍において私は、荏原グループの事業を継続する
ことが社会を支えること、それがひいては従業員とその家
族、お客様、サプライヤーなど全てのステークホルダーを支
えることになる、とグループ全体に発信し続けました。これ
に対して、それぞれの業務、立場で事業継続に尽力してくれ
た従業員の皆さんに心から感謝しています。こうしたコロ
ナへの対応で学んだ、よりレジリエントなアプローチ、リ
モートを取り入れた新たな体制に刷新することで、アフ
ターコロナではより強靱な事業体に変貌していると信じて
やみません。
　E-Vision2030で掲げた高度なESG経営の実践には、従業
員のエンゲージメント向上が欠かせません。当社は、私が社
長になる以前から、 “ゆでガエル”との指摘を度々受けてき
ました。大きな変化をせずとも100年以上生きながらえて
きたし、これからもそうであろう――社長就任以来、こうし
た企業文化の変革に取り組んできました。
　当社は、トラブルが起きた場合、解決するまでとことん逃
げずにサポートする、非常に真面目な会社であると自負し
ています。こうした人たちがやる気を失ってしまい、同じこ
とを同じようにすることにしか労力を割かなくなったら、
未来はありません。やる気を持った人がモチベーションを
保ち続けるためには、管理、遂行能力に加えて好奇心、洞察

力、胆力、影響力からなる「リーダー資質」を持つマネー
ジャーが必要です。歴史を踏まえて現在の状況を見える化
し、未来を見通し、今ここにいる意味、そしてこれから向か
うべき方向を示す「センスメイキング」に長けた人材をマ
ネージャーに登用することが、当社の活性化のためには欠
かせません。
　私は、2015年に当社が指名委員会等設置会社に移行して
から、指名委員会で選出された初めての社長です。就任後、
サクセッション・レビューをプレジデント、事業部長、統括
部長から部長へと拡大し、2020年には課長に対して行いま
した。400近い課長のポジションに対して、リーダー資質か
らみた評価、課長に選んだ理由を部長に記入させ、私がレ
ビューしました。その結果、多くの部長が課長の知識、経験、
管理・遂行能力で選んでいること、その組織の維持、防衛の
視点で選ばれていることが判明しました。リーダー資質を
備えた人材を選ぶよう、部長に二度にわたりフィードバッ
クを行いました。さらにエンゲージメントを高めるため、次
のサクセッション・レビューを通じて意識改革を推進して
いきます。

社会に貢献し続け、 
グローバルエクセレントカンパニーへ

　長期ビジョン「E-Vision2030」は「技術で、熱く、世界を支
える」をスローガンとし、今後10年間、「ESG経営やSDGs

達成への寄与を通じて持続的に社会に貢献し、社会・環境価
値と経済価値を同時に向上させていくことで企業価値を高
め、グローバルエクセレントカンパニーを目指す」ことを表
明しています。
　今後も当社の根幹にある創業の精神「熱と誠」、そして熱意
をもって培った技術で、持続可能な社会、進化する豊かな生
活の実現に向けて、グローバルな社会課題の解決に取り組ん
でいきます。私たちは社会に貢献する仕事をやり続け、そし
てその価値を認められ、皆さんに喜んでいただくことで事業
活動を継続していける。そのような企業であり続けたいと考
えています。

取締役 代表執行役社長

2020年12月期連結業績 2021年12月期連結業績予想（5月14日公表値）

IFRSへの移行によるE-Plan2022数値目標への影響

（単位：億円）

2019/12
実績

2020/12
実績 増減

日本基準 日本基準

受注高 5,522 5,119 -403

売上高 5,224 5,237 +13

営業利益 352 378 +25

売上高営業利益率 6.8% 7.2% +0.4 pts

親会社株主に帰属する
当期純利益 233 244 +11

（単位：億円）

2020/12
実績

2021/12
計画 増減

IFRS IFRS

受注高 5,112 6,630 +1,517

売上収益 5,224 5,740 +515

営業利益 375 455 +79

営業利益率 7.2% 7.9% +0.7 pts

親会社の所有者に
帰属する当期利益 242 295 +52

2022/12 
目標 主な影響内容

2020/12 
実績

2021/12 
計画

最重要経営指標（KPI） 日本基準 IFRS IFRS IFRS

ROIC（投下資本利益率） 8.0%以上 7.6%以上 •  負債の増加と資本の減少 
（主にリース債務の計上） 6.4% 7.5%

営業利益率 8.5%以上 8.5%以上 •  変更無し 7.2% 7.9%

目標を達成するためのモニタリング指標
ROE（自己資本利益率） 11.0%以上 11.2%以上 •  自己資本の減少 

（主に従業員給付の計上） 8.6% ̶

D/Eレシオ 0.3～0.5倍 0.4～0.6倍 •  負債の増加と資本の減少 
（主にリース債務の計上） 0.34倍 ̶

事業別営業利益率
風水力事業 7.0%以上 7.0%以上

•  変更無し

6.3% 6.7%

　ポンプ事業 6.5%以上 6.5%以上 5.4% 7.0%

　コンプレッサ・タービン事業 8.0%以上 8.0%以上 8.2% 6.8%

　冷熱事業 5.0%以上 5.0%以上 5.4% 5.9%

環境プラント事業 9.5%以上 9.5%以上 10.2% 9.6%

精密・電子事業 13.0%以上 13.0%以上 8.3% 9.7%
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2030年のありたい姿と目標

　2030年のありたい姿として、社会・環境価値、経済価値、及び企業価値それぞれに目標を設定しています。5つのマテリア
リティについて事業を通じて解決を図るとともに、戦略を実行し、アウトカムを実現することにより、社会・環境価値と経済
価値の向上を同時に実現し、未来のありたい姿に向けて企業価値を向上させていきます。

荏原グループの企業価値創造

中長期戦略

5つのマテリアリティ（重要課題）と実現プロセス

　E-Vision2030では、当社グループが2030年に向けて解
決・改善に取り組む5つのマテリアリティ（重要課題）を設定
しています。マテリアリティ1は、社会に対して製品・サー
ビスを提供することを通じ、またマテリアリティ2は産業界
に対して製品・サービスを提供することを通じて、社会と
人々の生活に貢献することを目指しています。マテリアリ
ティ3は事業活動とサプライチェーンにおける環境負荷を
最小限にすること、マテリアリティ4は従業員の活躍を促進

するために「働きがい」と「働きやすさ」を追求すること、マ
テリアリティ5はサステナブルな経営と成長のために、攻め
と守りのガバナンスを徹底することを目指しています。
　各マテリアリティについて、それぞれが関連する社会・環
境課題、課題に対するアウトカムを具体化・明確化し、各部
門が取り組むアプローチを整理し、各部門のKPIと目標を設
定しました。詳細はP.17-18をご覧ください。

2030年のありたい姿
社会・環境価値と経済価値の両方を向上させることで、荏原の企業価値を高める

社会・環境価値

事業を通じた社会課題の解決
•  CO2約1億トン相当の温室効果ガスを削減
•  世界で6億人に水を届ける
•  ICAC5への寄与：14Åへの挑戦

経済価値

持続可能な企業成長と効率的経営
•  ROIC10.0%以上
•  売上高1兆円規模

企業価値向上の目安

時価総額1兆円 

社会・環境価値

経
済
価
値

未来の荏原

現在

5つのマテリアリティ（重要課題）

1. 持続可能な
社会づくりへの貢献

2. 進化する豊かな
生活づくりへの貢献

3. 環境マネジメントの
徹底

4. 人材の活躍促進 5. ガバナンスの
更なる革新

技術で、熱く「持続可能で地
球にやさしい社会、安全・安
心に過ごせる社会インフラ、
水や食べるものに困らない
世界」を支える

技術で、熱く「世界が広く貧
困から抜け出す経済発展と、
進化する豊かで便利なくら
しを実現する産業」を支える

カーボンニュートラルに向
けて、再生可能エネルギーの
最大限の利用を含めた、CO2

削減を推進する

「競争し、挑戦する企業風土」
を具現化する、多様な社員が
働き甲斐と働きやすさを感
じて、活躍できる企業グルー
プとする

成長へのビジョンを描き、グ
ローバルで勝ち続ける経営
を後押しする攻めと守りの
ガバナンスを追求する

社会と人々のために 産業のために 事業活動とサプライ
チェーンのために 従業員のために サステナブルな 

経営のために

実現したいアウトカムの明確化
課題解決に向けたアプローチを整理

各部門のKPI・目標を設定（各部門への落とし込み）

E-Vision2030基本方針と4つの経営戦略

　マテリアリティ（重要課題）の解決に向け、グローバルなマーケットインの視点を重視すること、事業ポートフォリオの最
適化による企業価値の最大化を図ることをE-Vision2030の基本方針とし、課題の解決に向けて4つの経営戦略を設定しま
した。この方針・戦略を中期経営計画「E-Plan2022」にブレイクダウンし、より確実な目標達成に向けたアクションを継続的
に実行しています。

E-Vision2030の基本方針と4つの経営戦略

基本方針 事業ポートフォリオの最適化による企業価値の最大化
• 今後の世界の展望を基に課題認識　• グローバルなマーケットインの視点

4
つ
の
経
営
戦
略

新規・既存
事業の戦略

新規事業：新たな事業を開発・市場参入し、マテリアリティ（重要課題）解決に寄与
既存事業：サービス&サポート（S&S）事業の強化及びメリハリのある事業別戦略を実行

地域別戦略 グローバル市場：経済成長に伴うエネルギー消費や人口の増加、環境問題が悪化する地域へより積極的に事業展開
国内市場：日本市場が成熟する中、S&Sの拡充や、従来のモノづくりにとらわれない柔軟な事業改革を実践

リソース戦略 3つの戦略で最適な経営資源の配分を実現
• 財務・投資戦略　• 製造・技術・情報に係る戦略　• 人的資源に係る戦略

高度なESG 
経営の実践

持続可能な社会に向けて、高度なESG経営を実践
E：環境問題への取り組み　S：社会とのつながり　G：ガバナンス

長期ビジョン「E-Vision2030」

荏原グループは、10年後のあるべき姿とそれに向かう道筋である“価値創造ストーリー”として、長期ビジョン
「E-Vision2030」を策定しました。「技術で、熱く、世界を支える」というスローガンのもと、SDGsをはじめとする社会課
題の解決に事業を通じて持続的に貢献し、社会・環境価値と経済価値を向上させていくことで企業価値を高め、グローバルエ
クセレントカンパニーを目指します。



*1 GWP: Global Warming Potential 地球温暖化係数　　*2 ICFG®: 内部循環流動床ガス化システム　　*3 基幹職：管理職に相当する従業員層

1    持続可能な 
社会づくりへの貢献

技術で、熱く「持続可能で地球にやさしい社会、安
全・安心に過ごせる社会インフラ、水や食べるもの
に困らない世界」を支える 深刻化する環境問題と、世界レベルでの経済発展に対して、CO2削減と経済活動の活

性を両立するための社会・産業のインフラづくりを実現する

持続可能で地球にやさしい社会
発展途上国を中心とした人口増加により経済・社会の発展が加速
し、世界レベルでCO2排出量や環境負荷が増加、気候変動が深刻化
する

製品の省エネ化・軽量化
　（風水力）新蒸気タービンシリーズの開発及び製品化完了
　（精密）対象製品の重量削減

製造100%達成
12%/台（2019年比）

環境負荷物質の抑制
　（風水力）低GWP*1化製品の販売による温室効果ガス使用削減
　（環境）ごみ発電による再生可能エネルギーの発電
　（精密）排ガス処理装置の使用によるGHG排出の削減

CO2相当削減量
33,000トン／年
130,000 MWh
100%達成

環境負荷を低減する技術への貢献
　（風水力）液体水素プラント向けの製品開発・市場投入
　（環境）ICFG®*2の実用化

製品化100%達成
実証機建設、受注目標
100%達成

•  安心・安全な生活を送るために生活インフラが安定稼働している
•  災害時に人々が生命のリスクに晒されないような強靭な街づくりを実現する

安心・安全に過ごせる社会インフラ
•   発展途上国を中心とした人口増加による経済・社会の発展に伴い、
社会インフラの整備が求められる

•  日本などでは社会インフラの老朽化が進み、維持更新が求められる
•   激甚化する自然災害により人々が災害のリスクに晒される頻度が
増加する

社会インフラの安定的稼働
　（環境）DBO案件の長期包括受注（累計）
　（環境）クレーン高度化・AIクレーン導入の普及

19件
導入目標100%

•   人口の増加や社会の発展に伴う水需要の増加に対して、水が安定的に確保できる
•  気候・地理的条件に左右されにくく、安定的に食料を確保できる

水や食べ物に困らない社会
•   発展途上国での人口増加や社会発展に伴い水需要が増加する
•  先進国では水を安定的に確保しつつ、効率的な利用が重要となる
•   発展途上国では人口の増加により食料の需要が増加する
•   日本など食料自給率の低い国は自給率を高め、食料の過度な輸入
依存を是正する

多様な地域への安定的な水の供給
　（風水力）ソーラーポンプの拡販

目標販売台数100%
達成

2    進化する豊かな 
生活づくりへの貢献

技術で、熱く「世界が広く貧困から抜け出す経済発
展と、進化する豊かで便利なくらしを実現する産
業」を支える

•  半導体産業の発展（技術の進歩・生産の最適化）に寄与して人々が豊かで便利なくら
しを実現できる（ICAC5）

•  製品・サービスのスマート化により高度な工場運営が可能になる
•  高度経済成長期に建設された産業プラントの老朽化が進む中、設備が安全にかつ安
定的に稼働できる

高度な先進技術の導入が期待される世の中において、産業界では継
続的な技術進化が求められる（Society5.0の実現）

半導体の進化ロードマップに対応した製造装置等の開発
　（精密）重点プロジェクトから発生した新規機種の開発
　（精密）対象製品の次世代向け要素技術の開発

100%達成
100%達成

3    環境マネジメントの 
徹底

カーボンニュートラルに向けて、再生可能性エネル
ギーの最大限の利用を含めた、CO2削減を推進する

環境負荷の低減と経済価値の向上を両立させる 気候変動など世界中で深刻化している環境問題に対して、当社グ
ループの事業活動による環境負荷を最小限にする

事業活動におけるCO2排出量の削減
2030年： 
26％削減（2018年比 )

廃棄物の再資源化率の向上 2030年：95%以上

4    人材の活躍促進 

「競争し、挑戦する企業風土」を具現化する、多様な
社員が働き甲斐と働きやすさを感じて、活躍できる
企業グループとする 「競争し、挑戦する企業風土」が築き上げられ、従業員のエンゲージメントが上がる

働きがい
世界中で事業を通じて社会•環境価値を向上させ続けるためには、多
様な社員が能力を最大限に発揮すること、またその能力を向上させ
ることが不可欠である

グローバルでの持続的成長を実現するための基盤整備
　人事制度のグローバル展開
　全災害度数率（TRIR）の低減

➡P.41
2023年：0.80

働きやすさ
従業員が能力を最大限に発揮し、最高のパフォーマンスを生み出せ
るよう、働きやすく、働きがいを感じる環境を整える

競争し、挑戦する企業風土への変革
　平均総労働時間の削減
　 女性基幹職 *3比率、女性社員・外国籍社員の入社率向上による
多様性促進
　グローバルエンゲージメントサーベイスコア向上
　人材育成への持続的な投資（一人当たりの研修費用）
　海外事業所のグローバルキーポジション現地社員比率の向上

1,920時間
➡P.41

83
29,897円
2030年：50%

5    ガバナンスの 
更なる革新

成長へのビジョンを描き、グローバルで勝ち続ける
経営を後押しする攻めと守りのガバナンスを追求
する

•  積極的な企業情報の開示とステークホルダーとの対話により、透明性が確保でき、
説明責任を果たせている

•  荏原グループの普遍的な価値観である「荏原らしさ」を追求し、企業価値を高める 

コーポレート•ガバナンス
荏原グループが持続的に成長するために必要な、透明•公正かつ果
敢に挑戦する経営を実現する

ステークホルダーとの対話機会の拡充 ➡P.51、P.53-56

「荏原らしさ」の継続的な浸透（荏原らしさに関する研修受講率） 受講率100％

•  リスクを体系的に把握•評価し、最小化するための体制が構築できている
•  事業継続のためにサプライチェーンリスクの最小化ができている
•  グループでの内部統制が適正に遂行され、さらにそれを監査する体制が整備されて
いる

リスクマネジメント
社会構造の変化が著しい現代において、企業の危機管理を高度化し、
リスクを最小化する

サプライチェーンマネジメントの強化 ➡P.51

グローバルでの内部統制の徹底 ➡P.69-70

いかなる地域においても法令遵守を例外なく徹底するとともに、高潔な倫理観に基づ
く企業運営が行われている

コンプライアンス
法令遵守のみならず、社内規程、社会規範、常識・良識を含めて誠実
に実践することが徹底されている

腐敗防止のための継続的な啓蒙 ➡P.73-74

5つのマテリアリティ 関連する
SDGs 実現したいアウトカム 課題 主な施策・KPI 2022/12目標
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荏原グループの企業価値創造

中長期戦略
E-Vision2030 5つのマテリアリティとE-Plan2022の主要な施策・KPI
長期ビジョン「E-Vision2030」で掲げた5つのマテリアリティ（重要課題）の解決に向けて、実現したいアウトカム、課題を具
体化・明確化した上で、各部門が取り組むアプローチを整理し、中期経営計画「E-Plan2022」における各部門の施策、KPIと
目標を設定しました。今後継続的にKPIのモニタリングを行い、PDCAサイクルを回していくことで、目標の達成とアウトカ
ムの実現を目指します。各KPI・目標の進捗については各事業・戦略ページをご参照ください。



●● ポンプ事業
●● コンプレッサ・
　　 タービン事業
●● 冷熱事業
●● 環境プラント
　　 事業
●● 精密・電子
　　 事業

高

中
成
長
性

低 中
収益性

高
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中期経営計画「E-Plan2022」

　2020年から2022年までの3年間を対象とする中期経営計画「E-Plan2022」は、長期ビジョン「E-Vision2030」で示した
当社グループが進むべき方向からのバックキャストと、前中期経営計画「E-Plan2019」の振り返りから明確になった解決す
べき課題への対応などに基づき、この3年間の経営方針や戦略を策定したものです。
　E-Plan2022は、2030年のありたい姿に向けた「更なる成長に向けた筋肉質化」のステージと位置付けています。長期的
成長へのスタートとしてこの3年間に成すべきことは、時代の求める成長の種を見つけて育てること、そこに注ぎ込む資金を
確保すること、効率的なグローバルオペレーションの基盤を強化し、業務執行・経営判断のスピードを上げること、及び社会
の発展に資する範となる事業活動・行動を実践することです。その具現化のため、次の4つの基本方針を定めています。

E-Plan2022 1年目の進捗

　2020年12月期は、新型コロナウイルス感染症による業績への影響はあったものの、各事業でE-Plan2022に沿った施策
を実施した結果、順調な進捗となりました。

2019/12（日本基準） 2020/12（IFRS） 2021/12計画（IFRS） 2022/12目標（IFRS）

最重要経営指標（KPI）
　ROIC（投下資本利益率） 6.5% 6.4% 7.5% 7.6%以上
　営業利益率 6.8% 7.2% 7.9% 8.5%以上
目標を達成するためのモニタリング指標
　ROE 8.3% 8.6% － 11.2%以上
　D/Eレシオ 0.29倍 0.34倍 － 0.4～0.6倍

E-Plan2022 基本方針

1 事業成長への挑戦 新事業を開拓・創出し、既存事業の成長事業ではグローバル市場への更なる展開を実行する

2 既存事業の
収益性改善 事業構造変革により収益基盤を強化し、さらに、全事業でS&S売上高を伸長させる

3 経営・事業
インフラの高度化

経営のスピードアップ、ROIC経営の深化及び長期的成長に向けたデジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）への積極的な取り組みのために、その基盤となるERP導入と抜本的な業務革新をグローバル
に実行する

4 ESG経営の進化 気候変動への対応等（E）、人材活躍推進や地域社会との関わり・人権尊重等（S）、並びにコーポレー
ト・ガバナンスやリスクマネジメント等（G）をさらに進化させる

事業戦略

1. 新規事業
•  ニーズの発掘とシー
ズの発見・育成

•  社外との連携や出
資・買収等の柔軟な
活用

2. 既存事業
•  S＆S事業の全社的
な強化

•  メリハリある事業別
戦略の実施

•  競争優位性を生み出
す開発力の強化

•  グローバル調達体制
の拡大

3. 市場戦略
•  グローバル市場
•  国内市場

経営・事業インフラの高度化 ESG経営の進化

4. 経営資本（リソース）の強化
•  ROIC経営・ポートフォリオ経営
の強化

• 製造・技術・情報に係る戦略
• 人的資源に係る戦略

5. 高度なESG経営の実践
• 環境問題への取り組み
• 社会とのつながり
• ガバナンス

基本方針ごとの進捗・成果と今後の取り組み
基本方針1　事業成長への挑戦

主な進捗・成果 今後の主な取り組み

新事業の開拓・創出

• マーケティング /新事業開発推進部門を新設
• 4分野で事業化の検討に着手

• 新事業の更なる探索と4分野の事業化推進

既存事業のグローバル市場への更なる展開

• 標準ポンプ事業：新拠点の開設や既存拠点の強化を実施
• 精密・電子事業：中国の営業力強化に着手

•  標準ポンプ事業：拠点展開など新型コロナウイルスの影響で遅れて
いる施策を加速

•  精密・電子事業：中国のオーバーホール工場を竣工

成長事業　精密・電子事業の進捗
　半導体市場は活況であり、需要の増加に対応できるよう、先行して設備投資、拠点整備などを進めています。現在の施策を
着実に実施していき、E-Plan2022の営業利益率目標の達成を目指します。

課題 これまでの施策 今後の取り組み

市場拡大
シェア拡大

•  ドライ真空ポンプ自動化工場建設
•  中国営業拠点設立

•  ドライ真空ポンプ自動化工場本格
稼働

•  CMP熊本工場のライン増設
•  中国市場での営業力強化

先端技術
•  EUV露光装置向け真空ポンプ排気
システムの開発・販売

•  競争力のある製品開発

•  EUV露光装置向け真空ポンプ排気
システムの拡販

•  競争力のある製品開発（継続）
•  装置系新棟建設

S&S強化
•  ドライ真空ポンプオーバーホール
工場建設（中国、ドイツ）

•  ドライ真空ポンプオーバーホール
工場本格稼働（中国、ドイツ）

•  海外拠点の人材強化

利益率改善
•  生産革新運動
•  ドライ真空ポンプ自動化工場建設

•  生産革新運動（継続）
•  ドライ真空ポンプ自動化工場に 
おける内製化比率上昇による原価
低減

基本方針2　既存事業の収益性改善
主な進捗・成果 今後の主な取り組み

収益基盤の強化のための事業構造の変革

•  カスタムポンプ事業：生産性改善
•  コンプレッサ・タービン（CT）事業：製品の収益性改善
• 自動設計など IoTを活用した生産効率化を推進

• カスタムポンプ事業：輸出から域産域消への転換を加速
•  CT事業：製品の収益性改善に向け追加施策を実施

全事業でのS&S売上高の伸長

•  標準ポンプ事業：オンコール対応をメインとする部署の新設
•  カスタムポンプ事業：アフター提案力強化のため製品からS&Sへ
技術系人員を再配置、DXによる業務改革の推進

• 精密・電子事業：S&Sに特化した組織を設置

•  新型コロナウイルスの影響で遅れているカスタムポンプ事業と
CT事業のS&S協業体制構築の加速

荏原グループの企業価値創造

中長期戦略

15

5

10

0

（%） 

2019/12
（日本基準）

2020/12
（IFRS）

2021/12計画
（IFRS）

8.1 8.3

9.7

E-Plan2022目標 13.0%以上

精密・電子事業の営業利益率

既存事業については、事業ポートフォリオにより成長事業と
収益性改善事業に区分し、それぞれの戦略を設定しています。

目指す事業ポートフォリオ（イメージ）

E-Plan2022 経営戦略
　E-Plan2022の基本方針に基づき、以下の5つの軸で経営戦略
を設定し、目標達成のために事業ごとの計画を策定・実行します。
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気候変動に対する取り組み

 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同と取り組み　
　地球環境は、人類や地球に生息するあらゆる生物、生態系
の基盤であり、企業活動は健全な地球環境なくして継続で
きません。
　荏原グループでは、気候変動は世界が直面している重大
な課題であると認識し、2019年にTCFDを支持する署名を
行い、2020年12月期にはTCFDの枠組みに沿って、気候変
動因子を中心に2℃以下シナリオを含む複数のシナリオに
より、事業への影響についてシナリオ分析を行いました。詳
細は当社コーポレートサイトに公開しています。
参 照  TCFD提言による情報開示

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html

　TCFD支持を表明した同時期、荏原グループでは長期ビ
ジョン“2030年にありたい姿”を検討しており、2020年2

月にE-Vision2030として発表しました。E-Vision2030は、
事業活動に影響を与えるあらゆる要因を捉えたシナリオ分析
に基づいて設定しましたが、気候変動への対応は重要な課題
と認識しており、気候変動に起因する災害の激甚化に適応す
るインフラの強靭化や温室効果ガスの削減の取り組みを戦略

や成果目標として掲げています。TCFD提言に沿った検討を
行うにあたっては、気候変動因子を中心に2℃以下シナリオ
を含む複数のシナリオにより、事業への影響を分析しました。
分析の結果は、2020年12月に開催したサステナビリティ
委員会で審議し、取締役会への報告を行いました。
　2020年10月に日本政府は「2050年カーボンニュートラ
ル」を宣言し、さらに、2021年4月には「2030年度において、
温室効果ガスを2013年度に対して46%削減を目指す」こ
とを明示しました。また、欧州、米国、中国など当社グループ
の事業に関わる国々においても脱炭素に向けた政策が急速
に進んでいることから、その動向を踏まえて気候変動シナ
リオ分析、財務への影響分析を引き続き行うとともに、ス
テークホルダーとの対話を通じて、事業戦略のレジリエン
スを高めていきます。

 気候変動対応ガバナンス　
　代表執行役社長を委員長とするサステナビリティ委員会
では、気候変動に関する取り組みがE-Vision2030のマテリ
アリティの一つとして経営の重要課題であることを経営層
全員で共有し、取り組み方針、行動計画の策定と進捗管理な
どを行っています。サステナビリティ委員会で審議された
気候変動対応活動は、取締役会によるレビューを受ける仕
組みとしています。
　また、リスクマネジメントパネルでは、短～中期的なリス
ク対応を行っています。経営課題に対する行動計画の進捗
管理を行う経営計画委員会では、財務面だけでなく、気候変
動を含むESGに関する課題についてもモニタリングしてい
ます。
　環境マネジメントの体制として、リスクマネジメント担
当の執行役を委員長とする環境統括委員会を設置し、気候

変動対応を含む環境マネジメントの継続的な改善にグルー
プ・グローバルで取り組んでいます。

取締役会

レビュー 報告

代表執行役社長（議長／委員長）

経営会議 サステナビリティ
委員会

• 中～長期的視点
• サステナビリティ課題
（気候変動を含む）の共
有と対応方針の設定

• ESGに関するKPIの進
捗確認とレビュー

リスク 
マネジメント 
パネル

• 短～中期的なリスク対
応（環境リスクを含む）

経営計画委員会
• 経営課題に対する行動
計画の進捗管理

（気候変動を含む）

荏原グループの企業価値創造

中長期戦略

収益性改善事業　カスタムポンプ事業における継続的な収益性改善
　E-Plan2022で収益性改善事業と位置付けているカスタムポンプ事業では、定期ミーティングによる進捗確認、事業責任者
の交代や選別受注などの施策を行い、その効果が着実に数値に出始めています。まだ改善の余地はあり、引き続き収益性改善
を継続していきます。

課題 これまでの施策 今後の取り組み

製品利益率
の向上

•  輸出案件の選別受注（業界別・ 
製品別）

•  選別受注の徹底
•  受注時プロジェクトマネジメント
徹底（ロスコスト低減）

生産体制
の最適化

•  輸出から域産域消への転換（中国・
ベトナム）

•  DXによる自動見積化から製造ま
での生産プロセス革新

•  人員再配置による生産体制のスリ
ム化

•  中国事業の強化
•  ローカル製品の品質向上

S&S強化
•  CT事業とのS&S協業 •  海外S&S増強のため人員の配置転

換を実施
•  CT事業とのS&S協業（継続）

新市場に対応
する製品開発

•  開発に着手 •  市場投入

基本方針3　経営・事業インフラの高度化
主な進捗・成果 今後の主な取り組み

経営のスピードアップ

• 全社ERP（企業資源計画）導入に向けプロジェクトを発足、月次の
ステアリングコミッティによる進捗管理 

• 業務標準化構想準備

• パイロットテスト開始
• 業務標準化・テンプレート構想展開
• 2024年までにERP導入を完了

ROIC経営の深化

• 事業別のROIC目標・KPI設定と月次進捗管理
• 執行役の評価指標に事業別ROICを追加
• マネージャー向けROIC研修を実施

• 事業別のROIC目標・KPIを全社員のMBOとリンク

基本方針4　ESG経営の進化
主な進捗・成果 今後の主な取り組み

変化する環境問題への取り組み

•  環境負荷に配慮した製品の開発・販売（省エネ・高効率タイプなど）
• ケミカルリサイクル技術の普及

•  世界的なクリーンエネルギー需要の高まりに向けた新製品・技術
の開発

• ケミカルリサイクル実用化に向けた開発推進

社会とのつながり

•  環境プラント事業で小学生向けにごみ発電を学ぶ出前環境教育を
実施

•  全従業員対象のグローバルエンゲージメントサーベイとエンゲー
ジメント向上に向けたアクションを実施

•  環境教育の拡充や地域に根差した環境啓発活動の更なる活発化
•  更なるエンゲージメント向上に向けたアクションプランの推進

ガバナンス強化

• E-Plan2022重要事項のモニタリング
• 政策保有株式（上場株式）の全売却
• 女性取締役を1名増員
• E-Vision2030達成に向けサステナビリティ委員会を設置

•  新しい働き方（リモートワークなど）の実現の鍵となる情報インフ
ラ革新を加速させ、 情報セキュリティ整備をより強化する
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ポンプ事業の営業利益率

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html
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 戦略：気候変動リスク・機会の抽出と評価　
　中期経営計画「E-Plan2022」の最終年度である2022年ま
でを中期、長期ビジョン「E-Vision2030」の最終年度である
2030年までを長期と設定し、2030年までに当社グループ
の事業に影響を及ぼす気候変動関連項目のリスクと機会を
抽出し、評価しました。TCFDで示されているリスク・機会

の分類により、下表の項目が当社グループの事業に一定の
影響を与えると考えています。
　2030年以降のより長期的なリスク・機会分析を今後さら
に行っていく予定です。

区分 気候変動関連項目 リスク 機会

移行リスク 政策／規制 炭素価格の新設／上昇 ● ●

市場 気候変動に伴う電力価格の上昇 ●

気候変動に伴う原材料価格の上昇 ●

顧客の嗜好変化 ●

GHG*1多排出事業からのダイベストメント ●

分散型エネルギー生産へのシフト ● ●

電気自動車の普及 ●

防災・減災製品ニーズの増加 ●

サーマルリサイクルニーズの減少 ● ●

技術 CCUS*2技術の進展 ●

省エネ技術の進展 ●

次世代冷媒技術の進展 ●

IoT、M2M*3技術を活用したオートメーション化の進展 ●

物理リスク（急性） 水害による生産設備の損傷・工場の操業停止 ●
（当社被災）

●
（顧客被災）

機会 資源効率 製造プロセスの効率化 ●

*1. GHG: Greenhouse Gas 温室効果ガス
*2.  CCUS: Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage CCUは、回収した二酸化炭素を用いて、新たな商品やエネルギーに変える技術。CCSは、工場や発電所などから発生する
二酸化炭素を大気放散する前に回収し、地中貯留に適した地層まで運び、長期間にわたり安定的に貯留する技術。

*3.   M2M: Machine to Machine　機械と機械が通信ネットワークを介して互いに情報をやり取りすることにより、自律的に高度な制御や動作を行うこと。

 戦略：シナリオ分析　
　抽出・評価した気候変動関連のリスクと機会を、国際エネ
ルギー機関（IEA）のWorld Energy Outlook 2019や日本政
府が公表している資料等を参考に、TCFD提言が推奨する
「気温上昇を2℃以下に抑えるシナリオ」を含む複数のシナ

リオを検討しました。詳細は、当社コーポレートサイトに開
示しています。

参 照  シナリオ分析

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#sus2

2℃以下シナリオ 環境規制の強化、省CO2技術の進展、顧客の環境意識の高まりを受けて、省エネルギー型製品やGHGの排出抑制に寄
与する製品の売上は増加する一方、一部の主要顧客の売上低迷、原材料価格の上昇等事業性が悪化する要因もあると考
えています。

4℃シナリオ 2020年の延長線上に位置する世界観を想定しました。4℃シナリオによって引き起こされる売上／費用の増減の影響
は低いと考えています。

中間シナリオ 技術革新が停滞する2℃以下シナリオを中間シナリオとして想定しました。
政策／規制は2℃シナリオ同様に強化され、顧客の環境嗜好も高まるものの、技術革新が停滞し、ニーズに足る製品・
サービスの市場投入が進まないシナリオを想定しました。この状況においては、当社グループの努力の範囲で達成でき
る省エネルギー型製品やGHGの排出抑制に寄与する製品の売上高は増加すると考えています。

共通シナリオ どのシナリオにも共通して現れる機会・リスクを想定しました。気候変動に起因する、豪雨や洪水などの物理リスクは
どのシナリオにも共通して顕在化し、修繕コストの発生により事業を圧迫すると考えています。一方、顧客が浸水など
の被害を被った際には当社グループのメンテナンス需要を創出するため売上高増加につながると考えています。

 戦略：気候関連のリスク及び機会が財務計画に及ぼす影響　
　2020年に行った4つの気候変動シナリオ分析の結果、当
社グループの事業は2030年までにおいて、いずれのシナリ
オにおいても財務全体として大きなマイナスインパクトは

現れないと予測しました。気候変動に起因する2030年まで
の財務への影響分析の詳細は、以下の通りです。

シナリオ 2030年までの事業への影響

2℃以下シナリオ 環境規制の強化、省CO2技術の進展、顧客の環境意識の高まり、電気自動車の普及を受けて、ポンプ、冷凍機、コンプレッ
サ・タービン、半導体製造装置などの分野では、省エネルギー型製品やGHGの排出抑制に寄与する製品、ケミカルリサ
イクル関連の売上高は増加する。一方、製品の主要原材料費の上昇などによる製造コストの増加、GHG多排出事業から
のダイベストメントによる一部の主要顧客の低迷等により事業性が低下する。

中間シナリオ
（技術革新が停滞
する2℃シナリオ）

政策／規制は2℃シナリオ同様に強化され、顧客の環境嗜好も高まるが、技術革新が停滞し、ニーズに足る製品・サービ
スの市場投入が進まない。
一方、当社努力の範囲で達成できる省エネルギー型製品や、GHG排出抑制に寄与する製品の売上は増加する。

4℃シナリオ 2020年の延長線上に位置する世界であり、4℃シナリオによって引き起こされる売上／費用の増減はさほどない。

シナリオ共通 物理リスク（豪雨、台風、高潮、洪水、干ばつなど）がどのシナリオにも共通して顕在化する。
被災による修繕コストが発生する一方、顧客のメンテナンス需要や公共施設の災害対応が発生するため売上増加にもつ
ながる。

 戦略：気候関連のリスク及び機会を踏まえた戦略　
　2020年時点の気候変動シナリオ分析の結果、2030年まで
の事業戦略において、以下を注視します。また、これらを見据

えた2022年までの戦略は、中期経営計画「E-Plan2022」に
落とし込んでいます。

事業 2030年までの戦略

風水力事業 気候変動関連の規制強化、気候変動関連の規制強化に伴う原材料などの価格上昇、GHG多排出事業からのダイベストメ
ントの増長を見据え、CCUSや水素・アンモニア発電技術、水素製造・貯蔵技術など新事業への戦略の検討を要する。

環境プラント事業 顧客の環境嗜好の高まりを受けて、廃プラスチックのケミカルリサイクルなど、高度なリサイクルニーズに向けた対応
を要する。

精密・電子事業 製品のライフサイクルを通じた省エネルギーニーズから、高効率な生産体制として IoT, M2M技術を活用したオート
メーション化による高効率化ニーズや、ガソリン車から電気自動車へのシフトに寄与する製品開発を進める。

当社グループの 
生産活動全般

サプライチェーンのカーボンフリー化を顧客から要請されることが予想されるため、製造過程で発生するCO2排出量の
削減に向けた検討を要する。

 リスク管理　
　長期ビジョン「E-Vision2030」及び中期経営計画
「E-Plan2022」の策定にあたっては、中長期的な社会情勢や
市場環境の変動をシナリオプランニングによって分析しま
した。長期的トレンドとしての変動リスク、短期的なボラタ
イルリスク、対面市場・当社事業別リスクを特定していま
す。特定したリスク・機会は、コーポレート・ガバナンス体
制の下で管理されています。

　また、リスク管理部門が定期的に行うリスクアセスメン
トの結果に基づき、短～中期に直面する重要リスクを特定
しています。このリスクアセスメントは、想定し得るリスク
項目を整理した中から、事業責任者と部門責任者にアン
ケートとヒアリングを行い、リスク対応体制を再評価して
います。評価結果に基づいて重要リスクに対応する主管部
門を明確にして運用しています。

 指標と目標　
　中期経営計画E-Plan2022において、財務、非財務両面の
経営課題に対する行動計画を策定し、その進捗を管理する
ための指標と目標を設定しています。非財務面の行動計画
は、気候変動を含む、環境、社会、ガバナンスに関わるリスク

と機会に対する指標と目標を設定しています。サステナビ
リティ委員会と経営計画委員会において進捗状況をモニタ
リングしています。

荏原グループの企業価値創造
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https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#sus2



